
ターゲット 日本教育ブレーンの取り組み
2030年までに、すべての人々が男女の区別なく、手頃
な価格で質の高い技術教育、職業教育及び大学を含む
高等教育への平等なアクセスを得られるようにする。

質の高い職業教育をネット配信し、誰もが学習できる環境を整
える

2030年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働
きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を
備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる

①新規事業開発力向上プログラムを展開する
②ES（授業員満足）が向上する教育・制度構築を実施する
③上下左右のコミュニケーションを円滑にする支援を実施する
④仕事のやりがい、誇りを強化する支援を実施する

2030年までに、教育におけるジェンダー格差を無く
し、障害者、先住⺠及び脆弱な⽴ 場にある⼦どもな
ど、脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等
にアクセスできるようにする。

女性活躍支援プログラムを実践する

2030年までに、すべての若者及び大多数(男女ともに)
の成人が、読み書き能力及び基本的計算能力を身に付
けられるようにする。

①生産性を高める基礎コミュケーション能力向上支援プログラ
ムを実施する
②ビジネス文書作成力向上プログラムを実施する

ジェンダー平等
を実現しよう

政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定
において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等な
リーダーシップの機会を確保する。

①ダイバーシティ経営の推進と支援プログラムを実施する
②女性管理職養成支援プログラムを実施する

各国の状況に応じて、⼀人当たり経済成⻑率を持続さ
せる。特に後発開発途上国は少なくとも年率 7%の成
⻑率を保つ。

質の高い教育プログラムの実践により生産性向上に貢献する

高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を置
くことなどにより、多様化、技術向上及びイノベー
ションを通じた高いレベルの経済生産性を達成する。

属人化している業務を組織化する支援プログラムを実施する

生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノ
ベーションを支援する開発重視型 の政策を促進すると
ともに、金融サービスへのアクセス改善などを通じて
中⼩零細企業の設⽴や成⻑を奨励する。

①ブレークスルー思考強化支援プログラムを実施する
②新事業開発支援プログラムを実施する
③ディベートによる意見昇華力向上支援プログラムを実施する
④新たな産業教育手法を開発する

2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び
女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人
間らしい仕事、ならびに同⼀労働同⼀賃金を達成す
る。

①ワークライフバランス実現支援プログラムを実施する
②全ての従業員に平等教育機会を設けることを実現する
③人事考課制度の構築、適切運用を支援プログラムを実施する

2030年までに、雇用創出、地方の文化振興・産品販促
につながる持続可能な観光業を促進するための政策を
⽴案し実施する。

観光業向け生産性向上支援プログラムを実施する

産業と技術革新
の基盤をつくろ
う

2030年までにイノベーションを促進させることや100
万人当たりの研究開発従事者数を大幅に増加させ、ま
た官⺠研究開発の支出を拡大させるなど、開発途上国
をはじめとするすべての国々の産業セクターにおける
科学研究を促進し、技術能力を向上させる。

リスキリング支援プログラムを実施する

住み続けられる
まちづくりを

2030 年までに、すべての人々の、適切、安全かつ安
価な住宅及び基本的サービスへのアクセスを確保し、
スラムを改善する。

リフォーム（耐震、省エネ、快適、安全等々）事業支援プログ
ラムを実施する

2030 年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的
な利用を達成する。

住宅・不動産業界向け、再生可能エネルギー搭載住宅販売支援
プログラムを実施する

2030 年までに、人々があらゆる場所において、持続
可能な開発及び自然と調和したライフスタイルに関す
る情報と意識を持つようにする。

ＳＤＧｓ教育・啓蒙により企業活動とリンクすることを実施す
る

あらゆる場所において、すべての形態の暴力及び暴力
に関連する死亡率を大幅に減少させる

ハラスメント防止支援プログラムを実施する

あらゆる形態の汚職や贈賄を大幅に減少させる。 法令遵守支援プログラムを実施する

平和と公正をす
べての人に

質の高い教育を
みんなに

働きがいも経済
成⻑も

つくる責任つか
う責任


